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【第 213回国会】令和６年４月 26日（金）、第 16回の委員会が開かれました。 

 

１ 出入国管理及び難民認定法等の一部を改正する法律案（内閣提出第 58号） 

  出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律の

一部を改正する法律案（内閣提出第 59号） 

・参考人から意見を聴取し、質疑を行いました。 

（参考人）国立社会保障・人口問題研究所国際関係部長  是川夕君 

     法政大学名誉教授              上林千恵子君 

     上智大学法学部国際関係法学科教授      岡部みどり君 

     株式会社政策工房代表取締役         原英史君 

（質疑者）中曽根康隆君（自民）、平林晃君（公明）、米山隆一君（立憲）、斎藤アレックス君（維教）、

本村伸子君（共産） 

・委員派遣承認申請に関する件について協議決定しました。 

 

（質疑者及び主な質疑事項） 

 

中曽根康隆君（自民） 

 

（１） 育成就労制度で転籍を認めても地方から都市部への人材移動の懸念は当たらないと是川参考人が考

える理由 

（２） 外国人労働者から選ばれる国になり我が国の経済社会が発展するために受入れ側が重視すべき人権

上の問題についての岡部参考人の見解 

（３） 我が国に来て欲しい外国人に選ばれるだけでは労働力不足を解消できない懸念についての原参考人

の見解 

（４） 共生社会を実現するための受入れ企業や地方公共団体及び国等の受入れ側のあるべき姿についての

上林参考人の見解 

 

平林晃君（公明） 

 

（１） 今後も我が国が外国人労働者から選ばれる国になっていく可能性が高いと是川参考人が考える理由 

（２） 上記（１）の見解と我が国が外国人労働者から選ばれる国にならなければいけないと危惧されてい

ることとの整合性に対する是川参考人の見解 

（３） 外国人労働者を受け入れるために検討すべき我が国の職場環境及び労働市場の課題並びに対処方法

についての各参考人の見解 

（４） 人権の観点から転籍を認めつつ地方から都市部への移動を防ぐための方策についての上林参考人の

見解 

（５） 地方公共団体による外国人労働者への支援策の好事例及び望ましい施策の在り方についての是川参

考人の所見 

（６） 外国人労働者に対する日本語教育のための政府の支援策についての是川参考人の見解 

 

米山隆一君（立憲） 

 

（１） 外国人労働者が就労を希望する地域や職場となるために最も重要となる事項についての是川参考人

及び上林参考人の見解 

（２） 外国人労働者が安価な労働力であるとされている状況が日本社会に与える肯定的又は否定的な影響

についての各参考人の見解 
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（３） 外国人労働者の移動の自由と地域定着の促進という公共政策の観点を考慮した外国人労働者の配置

のバランスについての上林参考人の見解 

（４） 立法措置後の速やかな育成就労計画の認定の可能性についての上林参考人及び原参考人の見解 

 

斎藤アレックス君（維教） 

 

（１） 改正案に対する評価及び技能実習制度の問題点が改善される可能性についての原参考人の見解 

（２） 高度外国人材を引き付けるために必要な取組についての原参考人の見解 

（３） 外国人労働者の地方定住を促すために外国人を特別扱いせずに施策を推進していく必要性について

の上林参考人の見解 

（４） 意見陳述において是川参考人が外国人労働者を「移民」と表現した意図 

（５） 現行の技能実習生等が国際的な分類では「移民」に当たる可能性についての是川参考人の見解 

（６） 改正案に対する評価及び残された課題についての是川参考人及び岡部参考人の見解 

 

本村伸子君（共産） 

 

（１） 外国人労働者の労働条件向上のために最低賃金引上げ等の施策を進めていく必要性についての各参

考人の見解 

（２） 転籍先が決まるまでの間の外国人労働者に対する諸外国における生活保障の在り方についての是川

参考人の所見 

（３） 転籍先の確保の在り方についての各参考人の見解 

（４） 語学や技能等の転籍要件を設けることの妥当性及び諸外国における転籍要件についての是川参考人

の所見 

（５） 日本の技能実習制度及び韓国の雇用許可制度における失踪理由の相違点についての是川参考人の所

見 

（６） 失踪問題を解決するために二国間協定で定めておくべき事項についての各参考人の見解 

（７） 外国人労働者の地域包摂の成功例及びその要因についての各参考人の所見 

 


